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降灰対策に資する研究の充実について（報告） 
 

 

１．目的と概要 

 降灰対策に関して、火山防災に係る調査企画委員会において検討された社会
的なニーズや行政機関における火山研究への期待は次のとおりである。 
・大規模降灰時には、山麓のみならず、遠隔地域においても火山灰が堆積し、
国民生活や社会活動に大きな影響を与えることが懸念されている。住民の安
全確保や都市の回復等に向けた初動対応のためには、大規模噴火時の広域的
な降灰にも対応した降灰の実況情報や予測情報等の周知が重要である。 

・気象庁は、降灰予報の精度向上に資する噴煙の観測技術や降灰範囲等を即時
に見積もる技術の開発等、国土交通省は、土砂災害防止法に基づく緊急調査
に資する降灰範囲や降灰厚、火山灰の物性等に関する情報の取得等について，
火山研究に期待している． 

上記を踏まえて、火山防災に係る技術動向検討グループにおいては、気象庁に
おける降灰予報等の高度化、国土交通省における降灰後の土砂災害対策の高度
化に資する研究の充実について主に検討を実施した。具体的には、それぞれの高
度化にあたっての技術的課題を抽出・整理し、解決に必要な時間スケールに応じ
た研究・技術開発のアプローチと達成を目指すべき研究目標を検討した。 
 
２．降灰対策における技術的課題 

 降灰予報の高度化においては噴煙状態の把握や噴火現象の予測等に関する技
術的課題が、降灰後の土砂災害対策の高度化においてはハザード・リスクの把握
等に関する技術的課題が見いだされた。また、双方の高度化における共通の技術
的課題として、降灰状況の把握に関して「降灰予報に対する自動観測（降灰量・
時刻・粒径分布等）の不足」や「降灰の物性（浸透能）等の把握」など、コスト
の問題や技術的困難性から技術が確立していない、調査に専門的知見が必要で
あるといった理由から個々の機関では解決が難しい技術的課題が見いだされた。 

 
３．降灰対策に資する研究充実の方向性 

降灰対策における技術的課題を①各機関が行っている当面の取り組みで比較
的短期に解決できる課題，②関係機関が連携を図り中期的に解決を目指す課題，
③各機関の連携により基礎的な研究を含めて長期の取り組みが不可欠な課題に
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整理し、課題解決を推進・加速する有効な研究・技術開発のアプローチと目指す
べき研究目標を別紙表にとりまとめた。課題解決に向けて、関係機関の連携が特
に重要な技術的課題とアプローチを以下に述べる。 
共通の課題である降灰状況等の把握については、解決することで降灰対策の

大きな進展が期待できるが、個々の機関による既存アプローチでは解決は難し
い。現地調査における連携・データ共有や降灰等のデータベースの整備、汎用機
器による降灰観測技術の開発など関係機関が連携を図って取り組む新たなアプ
ローチが課題解決に有効であると考えられる。また、リモートセンシングや自動
観測機器による降灰観測・推定技術等の開発も連携を図って進めていくことが
重要である。 
降灰対策の高度化のためには降灰推移や総量の予測等が重要だが、その実現

には、噴火規模や噴火継続期間を含む噴火推移を支配する噴火現象のプロセス
やメカニズムに関する基礎的な理解の進展が必要で、基礎研究分野の貢献が不
可欠である。火山灰等の噴出物のデータを充実させ、噴出物の分析に基づく噴火
プロセスの推定や過去の噴火推移の復元などの基礎研究の進展を図るとともに、
さらに、その研究成果を、噴火現象の推移予測等の具体的な技術的課題の解決に
結びつける一体的な取り組みを、関係機関が連携して中長期的に推進すること
が重要である。 
降灰対策に資する研究・技術開発については、技術的課題を既存及び新たなア

プローチによって解決し、具体的に下記の研究目標の達成を目指していくべき
である。 
 
【現在の取組みの延長で比較的短期（５年程度）の達成が見込まれる目標】 
・曇天時等における降灰予報 
・降灰後の土石流のより高度な氾濫予測 
 
【中期的（１０年程度）に達成を目指す目標】 
・連続的噴火も含め全天候下でのより即時的かつ精度の高い降灰予報・降灰の
実況解析情報の提供 

・土石流などの降灰によるハザード・リスクを安全に調査し、広域降灰時も含
めて迅速に予測し、国・自治体等に情報提供 
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【最終的に達成を目指す目標】 
・噴火現象の推移に応じた全噴火期間における降灰予報 

 
４．関係機関が連携して速やかに実施すべき取り組みの提案 

 降灰対策やそれに資する研究・技術開発にあたっては、基礎データとして降灰
観測データが重要な役割を果たすことから、観測技術等の開発やデータ共有を
推進することが重要である。 
現状の降灰観測の主な手法である現地調査は、個々の機関がそれぞれの目的

に応じて実施している。現地調査による降灰分布状況の把握には多数の点での
調査が必要であり、特に降灰範囲が広範にわたる場合には、相当の調査期間、労
力を要する。各機関の強み（物質科学の知見を生かした分析、豊富な人員体制な
ど）を活かし連携した調査・データ共有により観測データの効率的・効果的な取
得が可能になれば、観測データの防災対策へのさらなる活用や各種研究・技術開
発の促進が期待される。 
このことから、行政機関と研究機関による現地調査の連携・データ共有の仕組

みを速やかに検討すべきである。 
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火山防災に係る技術動向検討グループの開催経緯 

 
 
第１回（平成３０年８月１６日） 
・降灰対策について研究・技術開発の動向を調査する事項や検討の方針を確認 

 
第２回（平成３０年１１月８日） 
・降灰対策に関する最新の研究・技術開発について話題提供 
   新堀委員（気象研究所） 「降灰予報の現状と課題」 
   水野委員（土木研究所） 「降灰による土砂災害対策に関する技術開発」 
   下司委員（産業技術総合研究所） 「降灰の観測技術」 
   前野委員 「降灰分布・量の予測、土石流の発生・規模の予測」 
・降灰対策における具体的な技術的な課題、解決のアプローチについて検討 
 
第３回（平成３１年１月９日） 
・委員等から、防災対策や研究・技術開発に必要な降灰観測データ等について話
題提供 

  内閣府 「降灰が与える影響について」  
  新堀委員（気象研究所） 「降灰予報の降灰量階級」 
  水野委員（土木研究所） 「霧島山（新燃岳）の 2011 年噴火における 

国土交通省の土砂災害対応事例について」 
  国土交通省砂防部 「『降灰後土石流の雨量基準』に関する取組」 
・特に、降灰状況の把握に焦点を絞って、具体的な技術的な課題、解決のアプロ
ーチについて検討 

・観測技術の高度化や、インドネシアのクラカタウ火山の噴火事例について意見
交換 

 
第４回（平成３１年２月２１日） 
・降灰対策に関する検討結果の報告（案）について検討 
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火山防災に係る技術動向検討グループ 委員 

 

 

青山 裕 北海道大学大学院理学研究院 准教授 

神田 径 東京工業大学理学院 准教授  

角野 浩史 東京大学大学院総合文化研究科 准教授 

山本 希 東北大学 大学院理学研究科 准教授 

前野 深 東京大学地震研究所 准教授 

  

新堀 敏基 気象庁気象研究所 火山研究部第２研究室 主任研究官 

矢来 博司  国土地理院 地理地殻活動研究センター 地殻変動研究室 室長 

下司 信夫 
国立研究開発法人産業技術総合研究所 活断層・火山研究部門 
大規模噴火研究グループ グループ長 

水野 正樹 
国立研究開発法人土木研究所 土砂管理研究グループ  
上席研究員 

上田 英樹 
国立研究開発法人防災科学技術研究所  
地震津波火山ネットワークセンター火山観測管理室長 

 

 


